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2015年全労連国際シンポジウム　基調報告

2015年11月13日、全国労働組合総連合
はじめに

（１）　この国際シンポジウムは、21世紀にはいって急速に進展した経済のグローバル化の現状と、労働組合運動の国際連帯活動の発展を踏まえて、その教訓や今後の課題、強化方向などについて議論を深めることを最大の目的にしています。この10年余りの間に、国際労働組合組織の再編が進展し、全労連や加盟組織の役員の世代交代もすすみました。シンポジウムを通じて、グローバルなたたかいの最前線を学び、今後の運動にいかしていきたいと考えます。
　今回のシンポジウムには、オーストラリア、フランス、インド、インドネシア、韓国、米国の労働組合の代表にくわえ、米国のリビングウェイジ運動や最低賃金、労働組合運動に造詣の深いステファニー・ルース教授にご参加いただきました。これまで築いてきた友好と連帯の関係をさらに強化するシンポジウムにしたいと希望します。
（２）　今年は第二次世界大戦後70年の節目の年ですが、日本ではいま、政治、経済の両面で今後の日本を左右する歴史的な攻防が展開されています。
　ひとつは、アジアで2000万人以上の犠牲者を出した侵略戦争への痛苦の反省を礎にした平和国家から、米軍の補完部隊として世界中で戦争する外征国家に変わるかどうかの攻防です。安倍政権の強権的・独裁的な手法に対して、国民的な共同が大きく発展しています。
　もうひとつは、安倍政権が「アベノミクス」と銘打った新自由主義改革を強引におしすすめているもとで、雇用の不安定化や社会保障の改悪、格差と貧困の加速度的な拡大、地域経済の疲弊など、その矛盾が鮮明になり、各分野で切実な要求を基礎にした共同が前進していることです。グローバル大企業だけが利益を謳歌し、株主配当と内部留保を増やし続けており、日本社会の危機ともいうべき状況が進行しています。
　経済のグローバル化が進展し、世界の多くの国々でも雇用の不安定化や社会保障の後退、労働者・労働組合の権利に対する攻撃が強まっており、そこには驚くほどの共通点があります。グローバルに展開される資本の攻撃に対して、私たち労働組合も国際連帯を強化し、グローバルに反撃していく必要があります。このシンポジウムが、そのひとつの契機になればと願います。
Ⅰ　経済のグローバル化の現状

１．世界の労働者、労働組合の現状

（１）　世界の失業者数は2億人を超えており、2008年前後の世界経済危機の頃と比べても3000万人も増えました。多くの国で、青年の失業率は全世代平均の2倍程度となっており、女性の労働市場参加は男性より26％低く、男女の賃金格差も20％を超えています。極端な貧困状態にある人々は減少傾向にありますが、依然として3億1900万人が1日1.25米ドル以下で暮らしています。多くの国で不平等、格差が拡大する傾向にあり、適切な社会的保護の基盤が整備されているのは世界人口の27％に過ぎません。

（２）　シリアなどからの大量の難民問題が世界を揺るがしています。欧州へ流入する難民のほとんどは、戦争と暴力によって住む場所を追われた人々です。彼ら・彼女らの住む場所に平和がもどり、格差や貧困に苛まれることがなくなるなら、くわえてディーセントワークが実現されるなら、祖国を逃れる必要などありません。中東では、ネパールなどからの出稼ぎ建設労働者が劣悪な労働条件によって命を落としています。移民労働者には団結権が保障されず、労働組合が結成できないことが大きな問題になっています。
　これらの問題はすぐれて戦争と平和の問題です。同時に、世界の搾取構造がもたらす格差と貧困の問題です。多くの国で中間階級が縮小し、非正規雇用、不安定労働が増大しています。移民労働者を使い捨てにする構造がつくりだされています。
２．グローバル大企業本位の仕組みづくりの進展
（１）　グローバル大企業は、より有利な条件を求めて生産拠点を世界展開し、世界中から原材料や部品、人材を調達し、短期的な利益の最大化を貪欲に追求しています。受け入れ国はコスト削減競争にさらされ、賃金の抑制（格差拡大）をはじめ、企業減税の実施や労働基準の規制緩和、労働組合活動に対する制限、環境基準の緩和など、「底辺への競争」を強いられています。
（２）　TPP（環太平洋経済連携協定）やTTIP（環大西洋貿易投資連携協定）をはじめとする経済連携協定によって、グローバル大企業や多国籍資本は利益を貪ろうとしています。自由貿易のための関税引き下げや貿易障壁の除去、公共サービスの縮小などの政策は、これまでもWTO（世界貿易機関）やIMF（世界貿易機関）、世界銀行などによって推進されてきました。しかし、TPPやTTIP、TRIPS（知的所有権の貿易関連の側面に関する協定）などは、サービスなども対象とし、グローバル大企業に政府や自治体を訴える権利を与えるISDS条項など、国の経済主権と民主主義を破壊する重大な問題を含んでいます。
３．OECD、IMFなど国際機関における変化

（１）　経済のグローバル化の弊害はもはや明らかです。各国で格差と貧困が急速に拡大しており、国際機関にも変化が起きています。ILO（国際労働機関）がディーセントワークの実現をめざして、雇用重視の経済対策を提唱しているのは、その最たる例です。政労使の社会対話を促進し、労働組合が役割を果たすことが経済危機からの回復には必要だと強調しています。

（２）　新自由主義の推進者であったIMFや先進国の政策に影響を与えてきたOECD（経済協力開発機構）にも最近、変化が見られます。IMFが7月22日に公表した「不平等と労働市場の機能」と題する報告書は、高所得層（企業経営者など）の収入が青天井に拡大していることによる不平等の拡大は、従来考えられてきたような技術の進展や国際貿易の拡大によるものではないと断じています。報告書は、労働組合の組織率が総収入のより公平な再配分と密接に関係し、労働組合の強さが再配分機能に影響を及ぼしているとしています。
（３）　OECDは1994年の雇用戦略において、賃金の弾力化と労働者保護規制の緩和を政策の主題としました。しかし、今年発表した「経済的課題に対する新たなアプローチ」（NAEC）では、「労働市場の保障、労働環境の質、そして賃金のレベルに同時に目標を定め、雇用の質と量を一緒に追求することで、労働市場政策の目的をより広範にする必要がある」としています。貿易協定における労働条項についても、ILOの中核的労働基準の遵守が必要と公式に認めています。

４．日本における経済、社会の状態とグローバル大企業の現状

（１）　日本では、産業間・企業間の格差がますますひろがり、2015年3月期の決算でもグローバル大企業を中心に過去最高益をあげる企業が相次ぎました。
　トヨタ自動車は売上高、営業利益、最終利益のいずれも過去最高を記録し、連結海外売上高が77.6％と海外事業の比重がより高まっています。自動車だけでなく、電機各社も海外事業の比率を高めており、日立製作所は海外売上高比率50％を2015年にめざしています。
　製造業以外でも、従来は内需型産業とされてきたサービス業や外食、流通をはじめ、金融や保険、教育・保育関係などでも、日本企業の海外進出がすすんでいます。人口減少問題を含め、日本国内の需要が落ちこんでいること、特に個人消費の減退がその大きな動機になっています。
　国内では、製造業などの工場閉鎖や人員削減が続き、雇用の流動化と第3次産業へのシフトがすすんでいます。2015年9月の製造業の就業者数は992万人（前年同月比－42万人、総務省発表）と、1000万人の大台を割りこみ、54年ぶりの低水準となりました。
（２）　日本のグローバル大企業は膨大な利益を内部留保に積み増し、配当を増やすばかりで、労働者・国民には還元していません。それは、企業の所得収支と賃金所得の動きを見るとはっきりします。1996年を100とすると、直接投資収益などの所得収支は2004年以後急速に拡大し、2013年には約3倍まで増加しました。ところが、賃金は1996年水準を下回っています。「アジアの成長を取りこむ」という安倍政権と財界の主張が嘘だということを示しています。
（３）　経済のグローバル化に身を任せ、ダンピング競争を繰り返していては、経済も自国民も疲弊するばかりというのが、グローバル化の実相です。世界の多くの国で、最低賃金の引き上げや公契約法の制定など、働く人々を大事にする政策転換がはじまっています。日本でもその流れを強め、グローバル大企業とマネーの横暴を規制していくことが緊急課題になっています。
Ⅱ　国際的なグローバル大企業の規制

１．国際的な規制の現状

（１）ILO基準の現在

　①　ILOの国際労働基準は、189の条約と201の勧告に結実しています。その採択には、2回にわたるILO総会での議論と、最終的に3分の2以上の賛成が必要です。理事会で総会議題とする決定をおこなってから採択まで、最低でも4年を要します。重点課題であるディーセントワークは「働きがいのある人間らしい仕事」と訳されていますが、「適切な水準の社会保障と賃金、労働条件が確保されている社会的に意義のある生産的な労働」という意味です。つまり、ILOの条約や勧告は、理想を規定したものではなく、国際的に常識的な水準を示したものなのです。
　しかし、日本が批准している条約は、189ある条約のうち49に過ぎません。全加盟国の平均42を上回る程度であり、OECD加盟国の平均73と比べると、かなり低くなっています。
　②　2000年を前後して国連のグローバル・コンパクトやミレニアム開発目標（MDGs）が設定され、OECDも多国籍企業ガイドラインを改正しました。それらは、グローバル化の負の側面によってもたらされたダメージを克服するために、国際社会がとった一連の措置です。
　ILOは「フィラデルフィア宣言」に匹敵する重要性を持つものとして、1998年に「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」（新宣言）を採択しました。「新宣言」でまず確認されたのは、中核的労働基準です。それは、4分野8条約からなっており、すべての加盟国は批准、未批准に関わらず尊重する義務を負うとされています。しかし、日本は105号（強制労働）と111号（差別待遇）の2条約を批准していません。多くの国が8条約すべてを批准していますが、OECD加盟国では日本とアメリカ、韓国が例外となっています。
　③　さらに、ILOは2008年に「公正なグローバル化のための社会正義宣言」（社会正義宣言）を採択しました。「新宣言」から10年経ってもインディーセントな状況が見られる状況を克服するために、また、全加盟国のとりくみを促進していくために採択されました。「ILO憲章」「フィラデルフィア宣言」「新宣言」に続く4つ目の重要基本文書です。
　④　全労連と加盟組織はILO基準を活用したたたかいを重視し、公務員制度改革や中労委委員の偏向任命問題、社会保険庁の分限免職事件などの案件では、結社の自由委員会に提訴をおこなってきました。日本航空解雇事件なども同様です。国立病院の賃金職員問題、日本郵便の非正規社員問題などでは、条約勧告適用専門家委員会に情報提供をおこなうことで、是正をめざしてきました。また、ナショナルセンターとして、専門家委員会やILOからの調査や情報提供に積極的に応えることで、国際労働基準の形成と発展に貢献してきました。

（２）OECD多国籍企業ガイドライン

　①　OECDの多国籍企業ガイドラインは1976年、ガイドラン参加国のグローバル大企業に対して、企業に対して期待される責任ある行動を自主的にとるよう勧告しました。ガイドラインは世界経済の発展や企業行動の変化などの実情にあわせて5回改訂されました。現在はOECD加盟国34か国にくわえ、エジプトやブラジル、アルゼンチンなど、総計44か国が参加しています。

　②　日本でも、このガイドラインを活用することで、31年もの長きにわたった労働組合への徹底的な差別と弾圧事件が解決できました。世界的な食品メーカーであるネスレは、1990年代から多くの国で労働組合つぶしや活動家の弾圧をおこない、国際食品労連をはじめ多くの国の労働組合から国際的な包囲網を敷かれてきました。日本でも、度重なる労働委員会命令や最高裁判決さえまもらないネスレ社に抗議し、まともな職場と労使関係を取りもどすため、ネスレ日本労働組合を中心にたたかってきました。そして2005年8月、全労連は国内の運動をすすめると同時に、当該労働組合などと一緒に、OECD多国籍企業ガイドライン違反で提訴しました。
　③　同ガイドランは、一般方針、情報開示、人権、雇用及び労使関係、環境、贈賄・贈賄要求・金品の強要の防止、消費者利益、科学及び技術、競争、納税など、幅ひろい分野で責任ある企業行動に関する原則と基準を定めていますが、法的な拘束力はなく、その適用・実施は企業の自主性に委ねられています。直近の2011年改訂では、企業には人権を尊重する責任があるという内容の人権に関する章が新設されました。また、リスク管理の一環として、企業は自企業が引き起こし、または一因となる、実際的・潜在的な悪影響を特定し、防止し、緩和するため、リスクにもとづいた適切な検討を実施すべきなどとする規定が新たに盛りこまれました。
　④　ネスレは、英国や韓国などからも同ガイドライン違反で提訴され、さらに多くの国で労働組合のキャンペーンの対象となってきました。近年、ネスレ本社は紛争解決の姿勢に転換し、現地法人に対して「どのような少数組合とも話し合いの場を設定する」よう奨励しました。
　国内でのねばり強いたたかいにくわえ、日本だけになった争議状況の解決を本社が決断したことで一挙に進展しました。「本社が進出国の紛争の解決に関与する」としたガイドラインに沿った和解となったことは大きな意義を持ちます。ガイドラインがグローバル大企業との紛争防止や争議解決に有効で、労働条件の維持・向上と労働者の権利擁護に資することが示されました。
（３）国際枠組み協定

　①　国際枠組み協定とは、複数国に跨る労働組合や産業別国際労働組合組織がグローバル大企業と結ぶ、結社の自由や団体交渉を促進・保護し、労働者の雇用と権利をまもるための協定のことです。90年代後半から多くの協定が誕生しており、今日までに100を超える協定が結ばれています。フォルクスワーゲン、ダイムラー、ボッシュ、アルセロール・ミタル、イケア、ダノン、アコーホテルズ、H&Mなど世界的な企業が名を連ねています。国境を跨いで労働条件や労働条件決定のルールに関わるという点で重要であり、世界の労働組合が求めていますが、残念ながら日本と米国の締結企業は少なく、日本では高島屋とミズノ、イオンの3社に止まっています。
　②　記憶に新しいところですが、2013年4月にバングラデシュの首都ダッカで大規模なビル崩壊事故が発生し、1,127人が死亡、2,437人が負傷しました。国際労働運動は、この問題を特に重視し、金属・化学・繊維産業の国際労働組織であるインダストリオールは、同年5月に同国などで生産や発注をしているグローバル大企業と国際枠組み協定を結びました。
　この協定は、ILOも後押しする形で、バングラデシュ政府もその責任の一端を負い、国際NGOが証人という、これまでにない協定形式を採っています。協定では、署名企業（おもに先進国の発注企業）の下請け・委託先企業を連携の緊密さと重要度に応じて三つに分類しています。三者構成でつくられる「火災安全に関する全国行動計画」（NAP）に応じて、安全検査（査察の受け入れ）、矯正（問題個所の是正）、設備における安全訓練などを課すものです。火災安全に限定したものではありますが、発注先の下請け企業の安全衛生や労働環境にグローバル大企業が責任を負うという点で画期的です。この協定には、H&Mやカルフール、カルバンクライン、エスプリなど98の企業が参加しており、日本ではユニクロを経営するファストリテイリングが参加しています。
　③　グローバル大企業を規制し、その責任を果たさせる仕組みづくりが前進しています。バングラデシュの協定に見られるように、国境を越えた分業システムによって曖昧にされてきた不当な労使関係や労働基準の不均衡が是正されはじめています。
　枠組み協定以外にも、国連が提唱するグローバル・コンパクトなど、類似する国際的な規制手段がうまれています。国連は2000年に「グローバル・コンパクト」を発表し、2008年には「保護、尊重および救済の枠組み」を制定しました。2011年には、その運用を具体化した「ビジネスと人権に関する指導原則」を採択するなど、とりくみを強めています。国連の専門機関であるILOやOECD、ISO（国際標準化機構）などの国際機関にも影響を与えており、世界の労働組合も国際機関の活動と歩調をあわせて人権擁護のとりくみを強めています。
　国連は今年にはいって、ビジネス分野における人権尊重のための条約づくりに乗りだしました。グローバル大企業の規制にこれまで消極的だった発展途上国がイニシアチブをとり、NGOが支援するといった新しい動きが特徴になっています。
２．規制を活用した労働者のたたかい

（１）　全労連の実際のたたかいでも、国際的な労働組合間の連帯と連携で争議や問題を解決してきた事例がいくつもあります。
　例えば、全労連全国一般愛知地本の日本アクリル分会です。日本アクリルは、世界有数の化学メーカーであるダウ・ケミカルの傘下にはいりました。ダウ・ケミカルの世界的な工場再編のもとで、2008年頃から名古屋工場での生産打ちきり、物流センターへの転用が想定される状況となりました。それまでの日本アクリルとの、あるいはダウ・ケミカルの前のローム＆ハース社との協定に違反する内容であり、2010年春闘では全員ストを決行し、東京で本社交渉をおこなうなど、職場のたたかいを基礎に、地域の労働組合の支援も受け、積極的なたたかいを展開しました。

　ダウ・ケミカルの本社は米国ミシガン州ミッドランドにあります。全米鉄鋼労組の支部に早速文書を送り、交流を要望しました。その交流をきっかけに2010年5月末の株主総会では、本社工場の同労組委員長が発言しました。発言の大半を名古屋工場の問題に費やし、社長から「ローカルの問題はローカルで」という回答を引き出しました。本社やアジア・太平洋地域（香港）の一方的な判断で決定を押しつけるのではなく、労働組合との協議を約束させたに等しい成果です。その後、名古屋工場での団体交渉には変化が起こり、最終的には工場転用の「延期」＝事実上の凍結を2014年春闘で確認させました。

（２）　全労連は、日本企業の海外進出先の労働組合のたたかいを支援した経験も持っています。
　全労連と古くからの交流のある米電気・機械・無線労組（UE）の加盟組合でニュージャージー州にある三菱系の三菱プラスティック社では、労働組合の結成が長期にわたって妨害されていました。全労連はUEの要請を受けて親会社に要請書を出し、機関誌等でも紹介しました。2010年5月には全労連組合員が米国工場を直接訪問して激励しました。解雇問題では、アメリカの労働者の寄せ書きを持って親会社に提出して面談を求めましたが、拒否されました。しかし、解雇事件は十分な条件で和解に達し、全労連に対して感謝が表明されました。

（３）　グローバル大企業の本社やグループ企業の多くに労働組合があります。その組合が情報交換を通じて具体的な行動に立ちあがってくれることが、グローバル大企業とのたたかいで勝利するためには重要だと考えます。労働組合がない場合でも、運動は可能です。全労連は日本の大企業職場に多くの組合員を持っているわけではありませんが、世論と運動でグローバル大企業の横暴を告発・規制することができます。

Ⅲ　ディーセントワークの確立、最低労働基準確保の現状

１．労働者・労働組合の基本的権利　　スト権をめぐる攻防
（１）　近年、労働組合の権利に対する攻撃が強まっています。かつて、これほど組織的な攻撃がされたことはありません。しかも、団結権、団体交渉権、ストライキ権など、労働組合の最も基本的な権利が攻撃の対象になっています。
　2012年のILO総会基準委員会では、使用者側はILO条約上のスト権を否認しました。スト権をめぐる意見対立はその後、政労使グループ間の調整で一応の解決を見てはいますが、使用者側は攻撃の手を緩めたわけではありません。
（２）　米国では「働く権利」法という州法・州憲法の記述が南部を中心に増加しています。その実態は、「労働組合なしに低賃金で働く権利」を保障する法制度です。オーストラリアでは、王立委員会による労働組合活動への「調査」がおこなわれ、団体交渉を要求したことを脅迫罪とするなど、労働組合活動への攻撃がひろがっています。英国でも、保守党政権が労働組合法改悪案を提案しましたが、スト権の制限やチェックオフ制度の廃止など、労働組合の基本的な活動への攻撃が主な内容です。フランスでも、労働法典の改悪案が来年にかけて提案される予定です。

　経済のグローバル化のもとで、こうした攻撃が多くの国々にひろがっています。労働組合として権利行使を貫くとともに、国際的に情報を共有し、攻撃を跳ね返していくグローバルな連携が求められています。

２．最低賃金や社会保障などの政策課題での世界の経験

（１）　経済金融政策と雇用政策の調和やグローバル大企業の行動規制・規範に関して、その到達点を体系的に示したもののひとつに、2008年6月の第97回ILO総会で採択された「社会正義宣言」（前出）があります。その後の総会では、主要4分野についてのフォローアップ討論がおこなわれています。

（２）　ILOが最も重視しているのは、ディーセントワークの実現です。これは、企業の儲けを最大化するために劣悪で危険な労働条件を放置し、安価な労働力を求めて横暴に生産拠点を移動させることなどで生じる雇用不安や児童労働、強制労働などはあってはならないという原則です。雇用、社会的保護、社会対話、労働における権利を中心においた政策を求めています。

（３）　また、完全雇用、最低限の賃金所得の補償、結社の自由、雇用差別の撤廃などを最低限必要なこととしています。ILOが完全雇用という場合、労働者が安定した生活を維持しうる雇用という意味であり、不安定で低賃金の非正規雇用を雇用の中心におくことではありません。安倍政権が臨時的・一時的な業務に限定していた労働者派遣の規制を緩和し、生涯ハケンの労働者をつくりだそうとしていることとは相いれない考えです。
（４）　さらに、すべての人に公正な社会分配を求めていることが重要です。一部の富裕層や大企業に「進歩の果実」が集中することや、高賃金と引き換えの長時間労働、過労死をうむような労働条件とも相いれない考えです。
Ⅳ　日本における企業政策、労働法制「改革」の異常さ

１．諮問機関を使った労働法制改悪の歴史的な進展

（１）　1995年、日経連は「新時代の『日本的経営』」を発表しました。1991年のバブル崩壊後の不況を背景に、従来の人事労務管理を見直し、総額人件費管理を掲げ、生産性をあげることをねらった人事労務政策の大転換です。雇用形態を、①長期蓄積能力活用型の幹部候補の基幹職、②高度専門能力活用型の専門職、③雇用柔軟型の一般職の三つに分類しました。労働力の徹底した「弾力化」「流動化」をすすめ、総額人件費を切り下げ、「低コスト化」を実現しようというものです。ただし、これを合法的に実現するためには、労働法制の規制が邪魔です。以降、労働法制の規制緩和がさらに急速かつ苛烈にすすめられるようになります。

　日本の企業は多くの職場で正社員を減らし、低コストで調節自由の労働力として、派遣・請負、パート、契約社員などの有期雇用労働者に置き換えました。雇用柔軟型とされた一般職を中心に非正規雇用労働者は増え続け、今や全労働者の4割に達し、重要な仕事を担っています。
（２）　財界側の意図を政治に反映させ、法制化（規制緩和）をすすめる道具立てとして、首相の諮問機関である「規制改革会議」が大きな役割を果たしました。1996年には、政府の行政改革推進本部に「規制緩和委員会」（委員長：宮内義彦オリックス会長・当時）が設置されました。その後、「規制改革委員会」「総合規制改革会議」「規制改革・民間開放推進会議」「規制改革会議」などと名称を変えつつ、労働法制改悪とリストラ促進政策の旗振り役になってきました。
　財界は規制改革会議を足がかりに、リストラを促進する法制度づくりを強めてきました。産業再生法や民事再生法、商法改正・会社分割法制などの法律を制定・改悪し、リストラを財政的にも税制上も支援し、労働者に対する雇用責任や労働組合に対する交渉義務を切り捨てました。会社分割・事業分割における雇用政策として労働契約承継法をつくり、不採算部門に労働組合幹部やリストラ要員を集めて切り捨てるとか、持ち株会社を解禁し、事業会社の運営を支配していても、事業会社の労働組合との交渉を回避できるといったやり方を確立していきました。
（３）　規制改革会議は同時に、労働法制の規制緩和についてもさまざまな提言をおこないました。労働者保護規定を全面的に否定し、労働者派遣法の規制緩和・自由化、労働時間規制の緩和（ホワイトカラー・エグゼンプション）、解雇規制の緩和などを提案し、「多様な働き方」という欺まん的な手法で、正規雇用に対する保護をなくし、非正規雇用との低位均衡をはかるという政策を展開してきました。
　こうした首相直轄の会議体は、その後の自公政権でも多用されますが、安倍政権の復活でますます乱暴に、労働者代表不在の政策決定として常態化するようになりました。

２．日本の労働者の反撃と安倍政権によるいっそうの改悪攻撃
（１）　非正規雇用労働者が急増し、格差と貧困が拡大するなかで、貧困に抗する運動体も多様にひろがりました。貧困の現場では、さまざまなとりくみをおこなっている市民団体が存在しています。全労連はそれらの市民団体や法曹関係者との結びつきを深め、生活保護制度の運営改善や労働法制改悪に反対するたたかいを共同して展開してきました。
（２）　規制緩和の流れで特筆すべきことのひとつが、労働者派遣の自由化です。1985年に制定された労働者派遣法は、最初は専門16業務に限定されていましたが、1999年に原則自由化され、2003年には製造業派遣も解禁されました。2008年夏からのリーマン・ショック時には、こうした規制緩和が、製造大企業における大量の「派遣切り」という暴挙を許す土壌となりました。
　大量派遣切りという緊急事態を受けて、全労連は、他の労働団体や市民団体と連携して「年越し派遣村」を実施し、時の自民党・麻生政権を退陣に追いこむ契機となりました。しかし、新たに誕生した民主党政権はその後、鳩山首相が掲げた「コンクリートから人へ」という路線を大きく後退させます。財界との接近やアメリカの圧力で、民主党は新自由主義路線に立ちもどり、2012年には自民・公明両党が政権を奪還して、第2次安倍政権が誕生します。
（３）　安倍政権は、憲法の明文改憲、戦争できる国づくりを目標に掲げつつ、経済政策では、震災復興も口実にしながら、「アベノミクス」と銘打った景気刺激策を採りました。日銀の人事にさえ介入し、異次元の金融緩和を実行することで、円安に誘導し、株価をつり上げました。
　労働政策では、「世界で一番企業が活動しやすい国」を掲げ、日本経団連や人材派遣業界の要求を丸呑みしました。その大要は以下のとおりであり、労働者保護法制の全面的な破壊です。
　　①雇用維持型から労働移動型への大転換、人材派遣ビジネスへの全面支援（有料職業紹介事業の規制緩和、労働移動支援助成金の創設・拡大、ハローワーク情報の民間開放など）
　　②労働者派遣制度の全面的な自由化
　　③有期雇用の濫用規制の緩和（労働契約法・5年無期転換権の骨抜き）
　　④労働時間法制の規制緩和（裁量労働制の規制緩和、ホワイトカラー・エグゼンプションの導入など）
　　⑤外国人労働力の活用（外国人技能実習制度の改悪など）
　　⑥解雇の金銭解決制度の導入
　　⑦限定正社員の雇用ルール整備
　　⑧雇用特区制度の創設（国家戦略特区）
　このうち、①から③はすでに法改悪され、④⑤の法案は国会で継続審議となっています。グローバル大企業に全面奉仕する改悪が強力に推しすすめられています。
Ⅴ　労働組合のたたかいの基本的な方向性
１．平和で公正な社会をめざす労働組合の役割

（１）　格差と貧困の拡大と戦争の問題はつながっており、共通した課題になっています。労働組合は経済問題だけにとりくむべきという考えも確かにありますが、特に経済のグローバル化が労働者に与える深刻な影響と、イラク戦争などの国際法を無視した無法な戦争がひろがるにつれて、各国の労働組合のとりくみに変化が出てきました。米国ではイラク戦争反対で、米反戦労働者連合（USLAW）がナショナルセンターの違いを超えて発足し、現在も活動しています。インドやパキスタンの労働組合は、自国の核兵器保有に反対するたたかいに参加しています。NATOなどの軍事ブロックに反対する欧州のたたかいにも、労働組合の姿があります。
（２）　日本では今、安保法制（戦争法）に対するたたかいが大きく前進しています。戦争法が具体化されれば、社会保障や暮らし関連の施策はさらに削られ、人権と自由の抑圧やテロの不安など、日本という国のあり方が根本から変えられてしまいます。また、憲法と民意を無視して強権的にすすめる安倍政権の姿勢に法の支配と民主主義の危機という意識がひろがり、空前の大闘争に発展しました。国のあり方を左右する課題です。引き続き、全力で奮闘する決意です。
（３）　こうした変化は、今日のグローバリゼーションを推進する勢力、グローバル大企業が、各国の主権や経済・社会的諸権利を侵して自らの利益をあげていることに批判が高まっていることとつながっています。格差と貧困に反対し、平和を求めるたたかいは、一国や一地域の課題に止まらず、大国の力の支配を排除し、平和で公正な世界秩序をつくりだすたたかいです。

２．経済のグローバル化のもとでの対抗軸としての産業政策

（１）　経済のグローバル化の弊害がますます顕著になるもとで、略奪的ファンドなど国境を超えたマネーの横暴を含め、グローバル大企業の専横を規制し、労働条件の最低規制を強化することが強く求められています。同時に、産業政策的には、グローバル化の矛盾が集中する“地域”を基礎に、中小企業支援を強化し、持続可能な地域づくりをすすめることが重要です。
　日本においては、ものづくりを支える中小企業が集積していた地域でも、中小企業が減少し、地域経済に深刻な影響を与えています。最大の要因は、大企業が海外に生産拠点を移したために発注が減少していることです。また、単価の切り下げを強いられ続けていることです。こうした状況を踏まえれば、乱暴な工場移転に反対し、雇用と労働条件をまもるたたかいの強化が必要なことはいうまでもありません。
（２）　同時に、今後ますます重要になると考えるのは、中小企業支援を強化し、地場産業を育成しながら、持続可能な循環型地域経済を確立していくとりくみです。そうした地域づくりとセットで、最低賃金の引き上げや公契約条例の制定、雇用・労働条件の継承の義務づけなどの政策転換を実現し、地域にディーセントな雇用をつくることで内需を創出するという観点が重要です。労働組合と住民が協力し、地域ぐるみの運動に発展させていく必要があります。
３．命や健康を害するような産業からの転換と労働組合の役割

（１）　経済のグローバル化が進展するもとで、労働それ自体がますます非自発的、強制的なものに変貌しています。生産物や生産過程そのものが労働者にとって有害であるケースも増えており、労働者や労働組合はメンタル疾患をはじめ多くの問題に直面しています。多くの国で労働時間が長くなる傾向にあり、労働強化やストレスの問題が深刻化しています。

　公害や環境問題などでは、グローバル大企業の責任が厳しく問われると同時に、そこにある労働組合と労働者が果たすべき役割が大きくなっています。
（２）　平和憲法のもとで、日本は武器輸出3原則を持ち、武器輸出を禁止してきました。しかし、安倍政権はそれを緩和し、防衛協力の名による武器供与を推進しています。福島原発事故を経てもなお、原発に固執し、その輸出を成長戦略としても大きく位置づけています。
　今年のNPT再検討会議に際して、全労連代表団が訪問した米国コネチカット州ニューヘイブン市は、兵器や防衛情報産業が集積している地域です。しかし、自治体が兵器産業からの転換が経済や雇用、地域社会に与える影響を検討し、提言をおこなっていました。ディーセントワークの実現とも関連する重要な動きです。実態を踏まえた職場からの政策提起と地域を基礎にした協同の実践、国際的な交流が求められています。

Ⅵ　まとめと提案

（１）　財やサービス、資本、労働力が国境を超えて自由に移動するようになったグローバル経済のもとでは、グローバル大企業が経済活動の主体として登場し、国民経済の枠組みや規制を弱体化させるようになりました。これらのグローバル企業に対するたたかいは、労働運動にとっても重要課題です。
　とくに新自由主義的な経済社会政策の結果として進行している賃金水準や労働条件の世界的な低下を防止するには、国際的な労働基準の確立とグローバル大企業に対する行動規制が必要です。それは、ディーセントワーク（人間らしい働き方）の実現をめざす運動と一体のものです。
（２）　全労連はいま、経済のグローバル化に対抗して、賃金の底上げを実現する「社会的な賃金闘争」をはじめ、暮らしをまもる最低規制を実現し、持続可能な地域づくりをすすめる「地域活性化大運動」にとりくんでいます。“地域”と同時に、“格差”を重要なキーワードとして位置づけ、底上げのとりくみを地域運動として推進していこうというものです。

１．グローバル大企業に対する民主的規制をどう発展させるか

（１）　全労連が、グローバル大企業の民主的規制という概念を持って20年近くが経過しました。今日、グローバル大企業は世界的にますます大きな影響力、権力を行使しています。しかし、資本が国境を超えて展開し、労働者を搾取するという本質は変わりません。国際的な分業とサプライチェーンをしっかり把握し、どこにその力の源泉があるかを把握し、働きかけることで、労働者が規制を強めていくことは可能です。職場の力を基礎に地域としっかり連携すること、あわせて、海外の労働組合との連携を戦略的に強めていく必要があります。
（２）　同時に、ビジネスモデルを変え、顧客や周辺企業が依存せざるを得ない状況に追いこむ超巨大なグローバル大企業がうまれ、国際的な分業体制をより進化させています。ファンドをはじめとする企業の所有形態の複雑さと不透明さ、タックスヘイブンをはじめとする国際的な企業負担軽減の方策によって、責任（特に税負担）をますます巧妙に回避しています。
　こうしたもとでは、国際的な協調でグローバル大企業の責任回避を規制する法制度の整備がより重要です。ファンドなどグローバル展開するマネーへの規制と課税強化を含めて、ILO条約などの国際基準、枠組み協定を活用するほか、税逃れ防止や課税などについての政策的研究を深めていく必要があります。

２．参加者へのいくつかの提案

（１）　最後に、今回のシンポジウムで討論していただきたい、いくつかの視点を提起したいと思います。
　その第一は、職場を基礎にした自国のたたかいを土台にしながら、国際的な連帯をいかに強化していくかということです。資本はグローバルに展開し、各国政府はグローバル大企業の利益擁護と海外展開のための条件整備をすすめています。労働組合も、国際的な情報交換と行動の連携をより緊密にしていく必要があります。

（２）　第二は、グローバル大企業に対する民主的な規制を求めるたたかいをどのように強化していくかということです。このたたかいは、日本とアジア・太平洋地域、さらには世界の労働者の雇用・くらし・権利の擁護と、国民経済の自立的発展を実現するうえで極めて重要です。
　「労働における諸原則及び基本的権利に関するILO宣言」や「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」「社会正義宣言」「OECD国際投資及び多国籍企業に関する宣言」など、国際的な行動基準を遵守させる必要があります。ILO条約・勧告、世界人権宣言、国際人権規約などの労働組合の権利と人権の保障をグローバル大企業に迫り、あらゆる差別をなくしていくことです。あわせて、自国の労働法制を改善し、国際的労働基準に到達させていくことが重要です。
（３）　第三に、IMFや世界銀行などの国際金融機関の民主的改革やODA政策の転換、WTO協定の見直し、TPP等の自由貿易・経済連携協定に反対する課題などで、国際連帯をどのように強化していくかということです。米国と大国グループに偏った投票権を是正することや、国際諸機関の運営に労働組合の意見をより反映させるようにすることなどが必要です。

（４）　第四は、国際連帯の具体化と発展の方向の探求を強めることです。全労連もたたかいと政策課題の両面で協力・連帯を強化してきました。①新自由主義と経済のグローバル化の歪みを正し、グローバル大企業の横暴とたたかう国際連帯、②労働者の声を反映させて、国際労働基準をつくりまもらせる国際連帯、③核兵器と軍事同盟のない平和で公正な日本と世界をつくるための国際連帯を主要課題にしてきました。その実現に向けて、以下の具体化を提案します。
　①まず、情報交流のいっそうの強化です。人権侵害の事例告発とそれを止めさせるとりくみなど、各国の労働情勢とたたかいについての情報交流を相互に強めることです。②次に、経済のグローバル化のもとでの公正な労働基準を求めて、ILOや国連などの国際的機関に共同して働きかけることです。③さらに、グローバル大企業への監視活動を強め、進出先国への現地視察、議会と政府による調査・監視体制の強化などを求めていくことです。情報交流と可能な共同行動を探求し、具体化していきたいと考えます。
（５）　第五は、グローバル大企業の横暴から地域をまもり、地域経済、地場産業をまもり育てるとりくみを、労働組合としても各国で強めていく必要があるのではないかということです。この点で全労連は現在、「地域活性化大運動」と銘打って、中小企業への支援強化や社会保障拡充などの課題と並んで、格差是正、底上げの課題を重視し、最低賃金や公契約条例など、賃金の底上げをはかる地域運動を推進しており、地域を基礎に合意づくりをすすめています。
（６）　さまざまな曲折はありながらも、労働組合のたたかいは確実に前進しています。戦争反対、独立・国民主権・民主主義の擁護、国民生活向上などを求めるたたかいは、歴史の本流となっています。世界の労働者・労働組合がいっそう団結して、とりくんでいく必要があります。

以上
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